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日本放送協会 理事会議事録 
               （平成３０年 ７月１７日開催分） 
 
平成３０年 ８月 ３日（金）公表 
 
 
＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 
 
＜会  議  日  時＞ 
 平成３０年 ７月１７日（火） 午前９時００分～９時２５分 
 
＜出   席   者＞ 

上田会長、堂元副会長、木田専務理事、坂本専務理事、 
児野専務理事・技師長、松原理事、荒木理事、黄木理事、菅理事、 
中田理事、鈴木理事、松坂理事、今井特別主幹 
高橋監査委員 

 
＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 
 
＜議        事＞ 
 上田会長が開会を宣言し、議事に入った。 
 
付議事項 
 
１ 審議事項 
（１）第１３１１回経営委員会付議事項について 

 
 
２ 報告事項 
（１）平成２９年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について 
（２）２０１８年６月 放送サービスの視聴および接触の現状 全国個

人視聴率調査 
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議事経過 
 
１ 審議事項 
（１）第１３１１回経営委員会付議事項について 
（経営企画局） 

７月２４日に開催される第１３１１回経営委員会に付議する事項につ

いて、審議をお願いします。 

付議事項は、議決事項として「『職員の給与等の支給の基準』の改正に

ついて」、報告事項として「２０１８年度第１四半期業務報告」、「視聴者

対応報告(平成３０年４～６月)について」、「平成２９年度ＮＨＫと関連

団体との取引の評価・公表について」、「『奨学金受給対象などの学生へ

の免除』の考え方への意見募集の実施について」、「『衛星放送における

メッセージ運用方法の変更』の考え方への意見募集の実施について」、お

よび「契約･収納活動の状況（平成３０年６月末）」です。また、その他

事項として「総務省『放送を巡る諸課題に関する検討会』の意見募集等

について」です。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
 
 
２ 報告事項 
（１）平成２９年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について 

（経理局） 

平成２９年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について報告し

ます。これは、ＮＨＫが定める関連団体運営基準第２６条に基づき、Ｎ

ＨＫと関連団体との一定規模以上の取引について、毎年度その取引が適

正に行われているかどうかの評価を取りまとめ、公表しているものです。 

２９年度の関連団体との評価・公表の対象となる取引（以下、「取引」）

は、件数が２,１１７件、金額は１,８８０億円となりました。国内放送

や国際放送の充実や４Ｋ８Ｋスーパーハイビジョンの番組制作の強化に

伴い、番組制作関係の業務委託が増加したことや、ＮＨＫアイテックの

指名停止措置解除等に伴い取引額が増加したことなどから、全体の取引

としては前年度に比べて１０５億円増加しています。 
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取引の評価としては、関連団体との取引が、ＮＨＫの経理規程および

業務委託基準に基づき適正に行われているかについて、ＮＨＫが自ら全

件を点検し、いずれの取引も適正なものであると判断しています。この

うち、金額で全体の約９割を占める、１件３,０００万円を超える取引に

ついては、３名の外部有識者で構成する「入札契約委員会」の点検・助

言を受け、随意契約の要件を含めいずれの取引も適正と評価されていま

す。 

２９年度の競争による関連団体との契約は、件数が４１５件、金額は

１３９億円となりました。競争契約の主なものとしては、ＮＨＫ共同受

信施設の大規模改修工事や業務システムの設計開発等業務、ＨＤＣＡＭ 

ＶＴＲの定期補修などがあります。 

続いて、２９年度のＮＨＫと関連団体を含む外部との契約状況につい

て報告します。競争契約と随意契約の比率など、契約の全体状況を取り

まとめて公表することで、競争性や透明性を高い水準で確保していくこ

ととしています。２９年度の競争契約は １,９６１億円、競争契約率６

４.２％となり、このうち、一般競争入札については、２９年度の実施件

数が１,６９０件となり、着実に増加しています。 

本報告の内容は、７月２４日開催の第１３１１回経営委員会に報告し

たあと、個々の契約情報と合わせて、ＮＨＫのホームページ「ＮＨＫオ

ンライン」で公表します。 

 

 

（２）２０１８年６月 放送サービスの視聴および接触の現状 全国個

人視聴率調査 

（放送文化研究所） 

２０１８（平成３０）年６月に実施した、全国個人視聴率調査の結果

について報告します。 
全国個人視聴率調査は、関東・関西など地区別の調査であるビデオリ

サーチとは異なり、全国のリアルタイム視聴を調査して、テレビ・ラジ

オ視聴の長期的・構造的変化を確認することを目的としています。 
調査は６月４日月曜日から１０日日曜日までの１週間、全国の７歳以

上の男女３,６００人を対象に、配付回収法による２４時間時刻目盛り日

記式（個人単位）で実施しました。有効数は２,３９６人、有効率は６６.
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６％でした。調査週の状況として、６月８日金曜日深夜に総合テレビで

サッカー国際親善試合の日本対スイスが放送されましたが、調査結果に

大きな影響はありませんでした。 
テレビ視聴時間の推移を見ると、ＮＨＫと民放の地上波・衛星波を合

わせたテレビ総計は週平均１日あたり３時間３４分で、前年と同程度で

すが１０年前と比べるとやや短くなっています。ＮＨＫ・民放ともに同

様の傾向が見られます。 
 テレビ総計の視聴時間を男女年層別で見ると、高年層ほど長く、男性

７０歳以上や女性６０代、女性７０歳以上で５時間を超えています。一

方で、男性２０代は５５分と１時間を切っています。１０年前と比べる

と、男性４０代以下と女性３０代以下、女性５０代などの若・中年層で

は減少傾向にあります。 
 テレビ総計の視聴時間をＮＨＫと民放に分けてみると、１０年前と比

べ、５０代以上でＮＨＫ総計の視聴時間は減少傾向にあります。ただし、

テレビ総計の視聴時間に占めるＮＨＫテレビ総計の割合は、どの層でも

大きな変化はなく、年齢を重ねても同程度で推移しています。 
 週間接触者率の長期推移を見ると、ゆるやかな漸減傾向が続いており、

今年は初めて９０％を下回る８９.４％でした。総合テレビは２０１５年

以降横ばいで、今年は５４.５％、民放地上波は前年より減少し、前々年

並みです。総合テレビ、民放地上波ともに、この２０年で最も低い水準

です。 
 テレビ総計の年層別の週間接触者率を見ると、この１０年で５０代以

下の若・中年層が減少しています。特に２０代の接触者率は６７％で、

１週間のうち５分もテレビを見ない人が３割強もいます。また、現在の

４０代以上を世代としてみると、ＮＨＫテレビ総計の接触者率は、２０

年前からほぼ横ばいで、年齢を重ねても変化がありません。 
 ＮＨＫ４波の接触者率を１０年前と比べると、総合テレビは２０～６

０代で減少しています。 
平日のテレビ総計の視聴率は、夜間を中心に減少しましたが、これま

で同様、朝と夜が視聴のピークとなっています。視聴者構成を見ると、

６～７時台前半と２２～２６時台は、５９歳以下の占める割合が全体の

半数を超え、相対的に若・中年層の視聴者が多い時間帯となっています。 
土曜日は、２２～２７時台で５９歳以下の占める割合が半数を超え、特
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に２３～２７時台前半は６割を超えています。日曜日は、９時台後半、

１０時台前半と、２２～２５時台で半数を超えています。 
ＮＨＫテレビ４波全体でよく見られた番組は、連続テレビ小説「半分、

青い。」、大河ドラマ「西郷どん」、「ニュース７」、「おはよう日本」など

でした。 
Ｅテレの週間接触者率は２５.７％で、前年・前々年と同程度でした。

男女年層別で接触者率が最も高いのは男女とも７～１２歳で４５％でし

た。 
７～１２歳、１３～１９歳のテレビ総計の平日の３０分ごとの視聴率

について１０年前と比較したところ、いずれの年層も朝は大きな変化は

ないものの、夜間から深夜に減少しています。視聴率のピークは、１０

年前は夜間でしたが、現在は朝となっています。 
自宅で衛星放送を見ることが出来る人の割合は４８.７％で、前年と同

程度です。週間接触者率は、ＢＳ１が１０.３％、ＢＳプレミアムが１２.
１％で、ともに前年、前々年と同程度です。 

衛星接触者のＮＨＫと民放の衛星放送の視聴時間を、この１０年で最

も接触者率が高かった２０１５年と比べると、男性６０歳以上と女性５

９歳以下は増加傾向、女性６０歳以上は減少傾向にあります。いずれも

民放の視聴時間の増減の影響が大きく、ＮＨＫの視聴時間には変化はあ

りませんでした。なお、男性の５９歳以下は横ばいでした。 
ラジオの週間接触者率の推移について、ラジオ第２は２.０％で前年か

ら減少したものの、前々年と同程度でした。ＮＨＫラジオ計の接触者率

は１８.０％、ラジオ全局計の接触者率３３.３％で、前々年・前年と同程

度であるものの、長期的には漸減傾向が続いています。 
ＮＨＫ７波の接触パタンについて、「総合＋いずれかの波」で接触する

人の割合が全体で最も多く、６０歳以上では、総合テレビを含む接触が

８割と大部分を占めています。一方で、５９歳以下では、「Ｅテレのみ」

の接触も１割を占めますが、「ＮＨＫに接触なし」が一定数あります。 
最後に、ＮＨＫ７波計の地方別の週間接触者率について、東北と甲信

越が全体より高く、関東と近畿が全体より低くなっています。すべての

地方で前年、前々年から変化はありません。 
 

（松原理事）     自宅で衛星放送を見ることができる人の割合が
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４８.７％となっていますが、衛星契約割合が５１.

０％まで増加している状況で、なぜこれほど低い

数値となっているのでしょうか。 

 
（放送文化研究所）  この調査では、テレビの所有や受信契約の有無

とは関係なくランダムサンプリングで調査対象を

抽出しています。受信契約世帯から調査対象を抽

出するような調査とは母集団の定義が全く異なる

ため、そのような調査と比べると衛星放送を見る

ことができる人の割合が低い結果となっています。 

 
 
 
 
 
以上で付議事項を終了した。 
 
 
上記のとおり確認した。 
 
 

平成３０年 ７月３１日 
 

会 長  上 田 良 一  


